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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第48期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第47期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 16,741,58614,710,76968,132,584

経常利益（千円） 1,528,0361,623,8946,392,126

四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）（千円） △200,028 751,3401,483,404

純資産額（千円） 50,821,18152,344,10051,685,059

総資産額（千円） 112,381,718108,012,142105,784,514

１株当たり純資産額（円） 1,105.341,151.191,137.20

１株当たり四半期（当期）純利益又は１株当たり四半期純損失

（△）（円）
△4.38 16.67 32.55

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益（円） － － －

自己資本比率（％） 44.9 48.0 48.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,475,43164,2906,670,775

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△914,136△43,762△3,456,146

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
337,797△498,460△7,168,972

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 29,937,51628,477,76528,832,051

従業員数（人） 1,579 1,623 1,571

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指数等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には消費税等は含まれておりません。

　　　　３．第47期第１四半期連結累計（会計）期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」については、１株当た

り四半期純損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　４．第47期及び第48期第１四半期連結累計（会計）期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益」に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、事業の種類別セグメントにおける主要な関係会社に異動はありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、連結子会社の株式会社リフト（平成21年５月１日付で株式会社ニッテンアル

ティから株式会社リフトに商号変更）は、平成21年５月１日付で連結子会社の株式会社サーマルを吸収合併いたしま

した。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人）     1,623(141)　

　（注）従業員数は就業人員（当社グループ外への出向者数を除き、当社グループ外からの受入出向者を含む）でありま

すが、１年以内の雇用契約を結んだ社員（定期社員）359人を内数で記載しております。臨時雇用者数(アルバイ

ト、人材派遣会社からの派遣社員を含む）は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人）     841(42)    

　（注）従業員数は就業人員（出向者数を除き、受入出向者数を含む）でありますが、１年以内の雇用契約を結んだ社　員

（定期社員）180人を内数で記載しております。臨時雇用者数（アルバイト、人材派遣会社からの派遣社員を含

む）は、当第１四半期会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当第１四半期連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　
前年同四半期比（％）　

　

制作関連事業（千円） 124,050 △30.7

放送関連事業（千円） 238,515 △37.1

映像関連事業（千円） 4,947,754 66.1

物販事業（千円） 1,346,703 △11.8

その他事業（千円） － －

合計（千円） 6,657,023 31.5

　（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2）生産実績

　当社グループの制作物の種類及び金額はそれぞれに異っており、また、制作過程も一様でなく生産実績の表示が困

難でありますので記載を省略しております。

(3）受注状況

　当第１四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメ
ントの名称

受注高（千円）
前年同四半期比

(％)
受注残高（千円）

前年同四半期比
(％)

制作関連事業 9,116,467 △19.4 7,259,062 △10.8

放送関連事業 1,034,607 91.5 1,046,768 70.7

映像関連事業 430,887 △54.7 2,296,959 △19.2

物販事業 － － － －

その他事業 － － － －

合計 10,581,961 △17.3 10,602,789 △8.6

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．各セグメント別に以下の部門または子会社は受注生産を行っておりません。

(1）制作関連事業における株式会社オムニバス・ジャパンの一部の部門、株式会社ティーエフシープラス、

COSUCO INC.、CENTE SERVICE CORP.及び8981 INC.

(2）放送関連事業における当社コンテンツ制作事業部を除く全部門、株式会社ファミリー劇場、株式会社プレ

イボーイ・チャンネル・ジャパン及び株式会社クラシカ・ジャパン

(3）映像関連事業における当社外画制作事業部を除く全部門

３．物販事業及びその他事業は受注生産を行っておりません。
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(4）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　
前年同四半期比（％）

　

制作関連事業（千円） 8,013,967 △25.3

放送関連事業（千円） 2,516,722 12.1

映像関連事業（千円） 2,504,220 27.0

物販事業（千円） 1,622,362 △6.9

その他事業（千円） 53,495 △6.7

合計（千円） 14,710,769 △12.1

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．上記はセグメント間取引消去後の金額を記載しております。

３．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社電通 3,402,370 20.3 2,814,451 19.1

株式会社博報堂 1,865,048 11.1 1,283,498 8.7

　（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　  

３【経営上の重要な契約等】

    当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

(1）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高14,710百万円（前年同期比12.1％減）、営業利益1,480百万円（前年同

期比10.6％減）、経常利益1,623百万円（前年同期比6.3％増）となりました。また、前第１四半期連結会計期間はたな

卸資産評価損2,539百万円を特別損失として計上しましたが、当第１四半期連結会計期間はその計上がなく、四半期純

利益は751百万円（前年同期は200百万円の損失）となりました。 

  事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①　制作関連事業

　制作関連事業の売上高は、前年同期に比べ25.0％減の8,392百万円となり、営業利益は前年同期に比べ29.1％減の

1,379百万円となりました。景気後退を背景とした広告市場の低迷の影響を受け、ＣＭ制作部門及びセールスプロ

モーション部門が売上、営業利益とも前年実績を下回りました。

②　放送関連事業

　放送関連事業の売上高は、前年同期に比べ10.5％増の2,594百万円となり、営業利益は前年同期に比べ14.4％増の

712百万円となりました。関連チャンネル及び受託業務が堅調に推移し売上、営業利益とも前年実績を上回りまし

た。

③　映像関連事業

　映像関連事業の売上高は、前年同期に比べ26.6％増の2,630百万円となり、営業損失は83百万円（前年同期は407

百万円の損失）となりました。テレビ放映権販売の売上が前年を上回り、営業損失が縮小しました。日本語版制作他

は堅調に推移しました。

④　物販事業

　物販事業の売上高は、前年同期に比べ10.7％減の1,810百万円となり、営業利益は前年同期に比べ28.4％減の29百

万円となりました。テープ販売及びインテリア部門の売上が減少し、売上、営業利益とも前年実績を下回りました。

⑤　その他事業

　教育事業の売上高は、前年同期に比べ4.9％減の72百万円となり、営業利益は前年同期に比べ2.7％増の25百万円と

なりました。生徒数が減少し若干の減収となりましたが、費用の効率化により増益となりました。

　 （注）１．上記事業の種類別セグメントの売上高は、セグメント間の内部売上高を含んだ金額を記載しております。

　 ２．当第１四半期連結会計期間から事業内容をより明確化するため、「衛星放送関連事業」を「放送関連事業」

に名称変更しております。この名称変更に伴う事業内容及び組織等の変更はございません。　
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(2）財政状態の分析

（資産の状況）

　　当第１四半期連結会計期間末における資産の残高は、108,012百万円であり、前連結会計年度に比べ2,227百万円

増加いたしました。この主な要因は、映像使用権の増加3,159百万円及び受取手形及び売掛金の減少△1,162百万

円等であります。

（負債の状況）

　　当第１四半期連結会計期間末における負債の残高は、55,668百万円であり、前連結会計年度に比べ1,568百万円増

加いたしました。この主な要因は、支払手形及び買掛金の増加1,200百万円及び短期借入金の増加700百万円等で

あります。

（純資産の状況）

　　当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、52,344百万円であり、前連結会計年度に比べ659百万円増

加いたしました。この主な要因は、四半期純利益751百万円、配当金の支払額△630百万円、為替換算調整勘定の増

加355百万円及びその他有価証券評価差額金の増加252百万円等であります。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

　　当第１四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計

年度末に比べ354百万円減少し28,477百万円となりました。

 　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  　営業活動によるキャッシュ・フローは、64百万円であり、前第１四半期連結会計期間に比べ2,539百万円増加し

ました。これは映像使用権の増加額の増加が4,253百万円あったものの、仕入債務の増加額の増加3,491百万円及

び税金等調整前四半期純利益の増加2,772百万円等で資金が増加した結果であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  　投資活動によるキャッシュ・フローは、△43百万円であり、前第１四半期連結会計期間に比べ資金の使用は870

百万円減少しました。これは有形固定資産の取得による支出の減少294百万円、投資有価証券の取得による支出の

減少250百万円、定期預金の払い戻しによる収入の増加220百万円及び子会社の清算による収入181百万円等によ

る結果であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 　 財務活動によるキャッシュ・フローは、△498百万円であり、前第１四半期連結会計期間に比べ資金の使用は836

百万円増加しました。これは、短期借入金の返済による支出の減少が23,436百万円あったものの、短期借入れによ

る収入の減少24,136百万円及び自己株式の処分による収入の減少83百万円等による結果であります。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 73,116,000

計 73,116,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成21年８月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 46,735,334 46,735,334ジャスダック証券取引所 単元株式数　100株

計 46,735,334 46,735,334 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

株主総会の特別決議日（平成17年６月29日）

 
第１四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個） 4,617

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 923,400

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,540

新株予約権の行使期間
自　平成19年７月１日

至　平成22年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    　1,540　

資本組入額　　  770

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社

並びに連結対象会社の取締役、監査役及び従業員のいずれ

かの地位を保有していることを要す。ただし、定年退職　そ

の他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限り

ではない。

　その他の条件は、平成17年６月29日開催の当社株主総会決

議及び平成17年10月26日開催の取締役会決議に基づき、当

社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する新株予

約権割当契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要す

る。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   － 

　（注）　平成17年11月24日開催の取締役会決議により、平成18年4月1日付で1株を2株とする株式分割を行っております。

これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。　　　　　

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年４月１日～

平成21年６月30日
－ 46,735,334 － 2,487,183 － 3,732,826
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（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成21年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）

普通株式

1,666,300

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

45,067,900
450,679 ―

単元未満株式
普通株式

1,134
― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 46,735,334― ―

総株主の議決権 ― 450,679 ―

　（注）  「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株、また、「議決権の数」欄には、同

機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成21年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社東北新社
東京都港区赤坂４-８-10 1,666,300― 1,666,300 3.57

計 ― 1,666,300― 1,666,300 3.57

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 710 676 660

最低（円） 603 598 586

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動等は次のとおりであります。

(1）新任役員

　該当する事項はありません。

(2）退任役員

　該当する事項はありません。

(3）役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役　 ＣＭ制作統括　 専務取締役　
ＣＭ制作統括 兼 

企画演出部担当 　
中島　信也 平成21年７月１日

常務取締役　

ＣＭ制作統括補佐

兼 プロモーショ

ン事業統括補佐 

兼 総務・人事統

括部担当

常務取締役　

第１ＣＭ制作本部

担当 兼 第２ＣＭ

制作本部担当 兼 

ＣＭ制作技術セン

ター担当 兼 ＣＭ

統括管理センター

担当 兼 プロモー

ション事業統括補

佐 兼 赤坂プロ

モーション事業部

担当 兼 永田町プ

ロモーション事業

部担当 兼 インタ

ラクティブ事業部

担当 兼 デザイン

事業部担当 兼 

フィールドプロ

モーション室担当

兼 コミュニケー

ションデザイン

ルーム担当 兼 プ

ロモーション統括

管理部担当

堀井　誠一郎 平成21年７月１日　

常務取締役

ＣＭ制作統括補佐

兼 プロモーショ

ン事業統括補佐 

兼 放送事業本部

担当

常務取締役　

第３ＣＭ制作本部

担当 兼 第４ＣＭ

制作本部担当 兼

プロモーション事

業統括補佐 兼 新

橋プロモーション

事業部担当

嶋元　勧治　 平成21年７月１日

取締役　

ＣＭ制作本部長統

括 兼 第４ＣＭ制

作本部長

取締役　
第４ＣＭ制作本部

長　
谷口　宏幸　 平成21年７月１日

取締役　

経営管理統括部長

兼 経営管理部長 

兼 財務・経理統

括部担当 兼 情報

システム部担当　

取締役　 経営管理部長　 土藤　敏治 平成21年７月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、

当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成

21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツによる

四半期レビューを受けております。　

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 31,427,571 31,768,477

受取手形及び売掛金 21,016,692 22,178,728

有価証券 516,481 409,629

映像使用権 19,859,368 16,700,079

仕掛品 2,502,349 2,392,082

その他のたな卸資産 ※1
 435,568

※1
 407,080

その他 3,559,254 3,544,817

貸倒引当金 △42,990 △43,701

流動資産合計 79,274,296 77,357,193

固定資産

有形固定資産

土地 13,256,430 13,238,304

その他（純額） 6,597,400 6,493,929

有形固定資産合計 ※2
 19,853,830

※2
 19,732,233

無形固定資産 ※3
 493,527

※3
 484,108

投資その他の資産

投資有価証券 5,378,623 5,143,792

その他 5,496,794 5,537,362

貸倒引当金 △2,476,929 △2,462,175

投資損失引当金 △7,999 △7,999

投資その他の資産合計 8,390,488 8,210,979

固定資産合計 28,737,846 28,427,321

資産合計 108,012,142 105,784,514

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 20,635,265 19,434,607

短期借入金 26,700,000 26,000,000

未払法人税等 593,745 651,743

賞与引当金 361,906 696,027

その他 3,223,668 2,686,076

流動負債合計 51,514,586 49,468,453

固定負債

長期借入金 － 500,000

退職給付引当金 778,053 844,604

役員退職慰労引当金 2,459,332 2,434,018

その他 916,070 852,378

固定負債合計 4,153,455 4,631,001

負債合計 55,668,042 54,099,455
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,487,183 2,487,183

資本剰余金 3,729,851 3,729,851

利益剰余金 48,405,899 48,285,525

自己株式 △1,658,280 △1,658,280

株主資本合計 52,964,654 52,844,279

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △58,730 △311,485

繰延ヘッジ損益 △29,447 68,369

為替換算調整勘定 △993,548 △1,348,925

評価・換算差額等合計 △1,081,726 △1,592,042

少数株主持分 461,172 432,822

純資産合計 52,344,100 51,685,059

負債純資産合計 108,012,142 105,784,514
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 16,741,586 14,710,769

売上原価 12,551,883 10,911,772

売上総利益 4,189,703 3,798,996

販売費及び一般管理費 ※1
 2,534,117

※1
 2,318,115

営業利益 1,655,585 1,480,881

営業外収益

受取利息 85,070 42,383

受取配当金 42,640 33,758

持分法による投資利益 － 53,026

その他 60,004 84,116

営業外収益合計 187,716 213,285

営業外費用

支払利息 149,043 65,497

持分法による投資損失 145,635 －

その他 20,585 4,775

営業外費用合計 315,265 70,272

経常利益 1,528,036 1,623,894

特別利益

固定資産売却益 1,808 －

受取和解金 － 8,059

特別利益合計 1,808 8,059

特別損失

たな卸資産評価損 2,539,304 －

固定資産売却損 1,455 －

貸倒引当金繰入額 198,607 80,861

その他 13,344 1,072

特別損失合計 2,752,711 81,934

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,222,866 1,550,019

法人税等 △1,053,506 759,097

少数株主利益 30,668 39,581

四半期純利益又は四半期純損失（△） △200,028 751,340
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△1,222,866 1,550,019

減価償却費 122,670 163,232

のれん償却額 8,255 11,755

貸倒引当金の増減額（△は減少） 204,971 14,043

賞与引当金の増減額（△は減少） △403,054 △334,120

退職給付引当金の増減額（△は減少） △27,552 △66,550

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 27,219 25,313

受取利息及び受取配当金 △127,711 △76,142

為替差損益（△は益） △130,600 △31,431

支払利息 149,043 65,497

持分法による投資損益（△は益） 145,635 △53,026

売上債権の増減額（△は増加） 1,581,627 1,162,483

映像使用権の増減額（△は増加） 1,094,226 △3,159,289

仕掛品の増減額（△は増加） 20,921 △102,452

その他のたな卸資産の増減額（△増加） △48,931 △28,487

繰延消費税等の増減額（△は増加） △112,042 △64,074

前渡金の増減額（△は増加） △41,253 34,205

仕入債務の増減額（△は減少） △2,290,787 1,200,658

未払金の増減額（△は減少） 743,826 527,887

未払消費税等の増減額（△は減少） △141,646 △176,071

前受金の増減額（△は減少） △27,033 26,825

その他 △129,219 56,235

小計 △604,302 746,511

利息及び配当金の受取額 137,009 62,052

利息の支払額 △151,852 △65,620

移転費用の支払額 － △6,387

法人税等の支払額 △1,856,286 △672,265

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,475,431 64,290

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △125,000 △289,760

定期預金の払戻による収入 148,028 368,704

有形固定資産の取得による支出 △420,857 △126,447

有形固定資産の売却による収入 5,797 －

無形固定資産の取得による支出 △57,002 △19,526

投資有価証券の取得による支出 △250,120 △24

子会社の清算による収入 － 181,463

貸付けによる支出 △200,000 △160,000

その他 △14,981 1,828

投資活動によるキャッシュ・フロー △914,136 △43,762
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 26,336,650 2,200,000

短期借入金の返済による支出 △25,436,650 △2,000,000

リース債務の返済による支出 △3,249 △56,263

自己株式の処分による収入 83,435 －

自己株式の取得による支出 △3,958 －

配当金の支払額 △638,429 △630,965

少数株主への配当金の支払額 － △11,232

財務活動によるキャッシュ・フロー 337,797 △498,460

現金及び現金同等物に係る換算差額 △48,315 123,646

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,100,085 △354,286

現金及び現金同等物の期首残高 33,037,601 28,832,051

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 29,937,516

※1
 28,477,765
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更　

　当社の連結子会社であった株式会社サーマルは、平成21年５月１日付で当社

の連結子会社である株式会社ニッテンアルティに吸収合併されたことに伴

い、同日を基準日として連結の範囲から除外しております。なお、株式会社

ニッテンアルティは、平成21年５月１日付で、社名を株式会社リフトに変更致

しました。

（２）変更後の連結子会社の数　

　14社　

　

【四半期連結財務諸表の作成に当たり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１ その他のたな卸資産の内訳は次のとおりであります。 ※１ その他のたな卸資産の内訳は次のとおりであります。

商品及び製品   360,725千円

原材料及び貯蔵品       74,842千円

その他のたな卸資産合計   435,568千円

商品及び製品 345,201千円

原材料及び貯蔵品       61,879千円

その他のたな卸資産合計    407,080千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額

4,890,533千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額

4,749,256千円

※３　無形固定資産に含まれるのれんの金額は次のとおお

りであります。

117,288千円

※３　無形固定資産に含まれるのれんの金額は次のとおり

であります。

129,044千円

　４　偶発債務

債務保証

　次の会社の金融機関からの借入に対し債務保証を

行っております。

　４　偶発債務

債務保証

　次の会社の金融機関からの借入に対し債務保証を　

行っております。

㈱デジタルエッグ  211,750千円

㈱オン・ビット   171,000千円

次の会社の仕入債務に対し債務保証を行っておりま

す。

㈱スター・チャンネル 1,836,135千円

債務保証合計 2,218,885千円

なお、㈱スター・チャンネルに対する債務保証は、

当社を含む同社株主４社の連帯保証であり、総額で

記載しております。

㈱デジタルエッグ     223,750千円

㈱オン・ビット   171,000千円

次の会社の仕入債務に対し債務保証を行っておりま

す。

㈱スター・チャンネル 2,016,963千円

債務保証合計    2,411,713千円

なお、㈱スター・チャンネルに対する債務保証は、

当社を含む同社株主４社の連帯保証であり、総額で

記載しております。

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料手当 748,132千円

賞与引当金繰入額 122,531千円

退職給付費用 95,817千円

役員退職慰労引当金繰入額 27,219千円

貸倒引当金繰入額 6,463千円

給料手当     750,764千円

賞与引当金繰入額   124,836千円

退職給付費用       90,609千円

役員退職慰労引当金繰入額       29,358千円

貸倒引当金繰入額      5,884千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期会計期間末残高と四半

期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期会計期間末残高と四半

期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　（平成20年６月30日現在） 　　　　　　　　　　　　（平成21年６月30日現在）

現金及び預金勘定 32,542,407千円

預入期間が３ケ月を超える

定期預金
△3,058,937千円

取得日から３ケ月以内に償還期限

の到来する短期投資（有価証券）
454,046千円

現金及び現金同等物 29,937,516千円

 

現金及び預金勘定 31,427,571千円

預入期間が３ケ月を超える

定期預金
△3,466,288千円

有価証券勘定 516,481千円

現金及び現金同等物 28,477,765千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年

６月30日）

　１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  46,735,334株

　２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  1,666,366株

　　　
　３．配当に関する事項

 配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 630,965 14 平成21年３月31日 平成21年６月29日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

 
制作関連事
業（千円）

衛星放送関連

事業（千円）

映像関連事
業（千円）

物販事業
（千円）

その他事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

　売上高                                 

(1）外部顧客に対する売上

高　
10,726,3892,244,1401,971,5141,742,19457,34716,741,586－ 16,741,586

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
457,971105,230106,463285,49218,600973,757(973,757)－

計 11,184,3602,349,3702,077,9772,027,68675,94817,715,344(973,757)16,741,586

 営業利益（△損失） 1,945,968623,224△407,10941,19924,9402,228,224(572,638)1,655,585

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
制作関連事
業（千円）

放送関連事
業（千円）

映像関連事
業（千円）

物販事業
（千円）

その他事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

　売上高                                 

(1）外部顧客に対する売上

高　
8,013,9672,516,7222,504,2201,622,36253,49514,710,769－ 14,710,769

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
378,20578,225126,473187,96318,709789,579(789,579)－

計 8,392,1732,594,9472,630,6941,810,32672,20515,500,348(789,579)14,710,769

 営業利益（△損失） 1,379,833712,876△83,19929,50325,6102,064,625(583,743)1,480,881

　（注）１．事業区分の方法

販売市場及び販売品目の類似性に基づいて区分しております。

２．各事業の主な内容

(1）制作関連事業　　　ＣＭ、テレビ番組及び映画制作、販売促進物の制作及びイベント・展示会等の設計・

施工等、ポストプロダクション業務等

(2）放送関連事業　　　ＣＳ・ＢＳチャンネルの運営、映像コンテンツの制作・販売、放送関連業務の受託等

　　　　　　　　　　　当第１四半期連結累計期間から事業内容をより明確化するため、「衛星放送関連事業」を「放送

関連事業」に名称変更しております。この名称変更に伴う事業内容及び組織等の変更

はございません。

(3）映像関連事業　　　映像コンテンツの仕入、販売及び編集、劇場公開作品配給、映像コンテンツへの共同

出資、版権事業等

(4）物販事業　　　　　スーパーマーケットの運営、映像用テープの販売等

(5）その他事業　　　　教育事業等

３．会計処理の方法の変更　

　　前第１四半期連結累計期間

　　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　　当第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月

５日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が映像関連事業で

400,635千円減少しております。 

　　（リース取引に関する会計基準等）

　　　当第１四半期連結会計期間から「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正）)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３

月30日改正）)を適用しております。これによる営業利益に与える影響額は軽微であります。

４．追加情報

　　前第１四半期連結累計期間

　　（有形固定資産の耐用年数の変更）

　　　当社及び国内連結子会社の機械装置については、従来、耐用年数を２～15年としておりましたが、当第１四半

期連結会計期間から３～10年に変更しました。この変更は、税人税法の改正（減価償却資産の耐用年数等に

関する省令の一部を改正する省令（財務三二）平成20年４月30日　特別号外９号）を契機として資産の利用

状況等を見直したことによるものであります。これによる営業利益に与える影響額は軽微であります。

EDINET提出書類

株式会社東北新社(E05307)

四半期報告書

23/29



【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％を超えているため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　海外売上高の合計は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

（リース取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っております。な

お、当第１四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動があ

りません。

 

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

満期保有目的で時価のあるもの及びその他有価証券で時価のあるものの四半期連結貸借対照表計上額その他

の金額は、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がありません。

 

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用していますので、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）　　　　

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,151円　 19銭 １株当たり純資産額 1,137円　　 20銭

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

 純資産の部の合計額（千円） 52,344,100 51,685,059
純資産の部の合計額から控除する金額
（千円）

461,172  432,822

（うち少数株主持分） (461,172) (432,822)
普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額
（千円）

51,882,927  51,252,236

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
末（期末）の普通株式の数（株）

45,068,968   45,068,968

 

２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失（△）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △4.38円 １株当たり四半期純利益 16.67円

　（注）１．なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期連結会計累計期間は、１株当た

り四半期純損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　　　また、当第１四半期連結会計累計期間は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失（△）         

四半期純利益又は四半期純損失(△)（千円） △200,028 751,340

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△200,028 751,340

期中平均株式数（株） 45,622,098 45,068,968

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

 

　　　

　　　　　　　　　 　－

 

 

　　　

　　　　　　　　　 　－

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

   平成20年８月11日

株式会社　東北新社    

 取締役会　御中   

 監査法人　トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 村　上　眞　治　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中　桐　光　康　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東北新社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東北新社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更（１）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更に記

載されているとおり、会社は当第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」が適用されることとな

るため、この会計基準により四半期連結財務諸表を作成している。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

   平成21年８月12日

株式会社　東北新社    

 取締役会　御中   

 有限責任監査法人　トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 村　上　眞　治　　　印

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 川　島　繁　雄　　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　桐　光　康　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東北新社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東北新社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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